
附 属 明 細 書
固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細
法人単位 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 損益内 損益外

建 物 287¶825¶038 51¶043¶650 0 338¶868¶688 33¶830¶600 24¶602¶580 0 0 0 305¶038¶088

構 築 物 212¶400¶386 0 0 212¶400¶386 71¶110¶259 9¶104¶388 0 0 0 141¶290¶127

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機械及び装置 998¶456¶998 0 104¶686¶678 893¶770¶320 784¶006¶681 47¶693¶604 0 0 0 109¶763¶639

車 両 運 搬 具 44¶942¶420 783¶448 0 45¶725¶868 41¶445¶103 2¶200¶668 0 0 0 4¶280¶765

工具器具備品 9¶582¶011¶886 957¶672¶475 177¶550¶081 10¶362¶134¶280 6¶263¶012¶681 1¶504¶556¶977 94¶404¶744 94¶404¶744 0 4¶004¶716¶855

計 11¶125¶636¶728 1¶009¶499¶573 282¶236¶759 11¶852¶899¶542 7¶193¶405¶324 1¶588¶158¶217 94¶404¶744 94¶404¶744 0 4¶565¶089¶474

建 物 287¶825¶038 51¶043¶650 0 338¶868¶688 33¶830¶600 24¶602¶580 0 0 0 305¶038¶088

構 築 物 212¶400¶386 0 0 212¶400¶386 71¶110¶259 9¶104¶388 0 0 0 141¶290¶127

有形固定資産合計
機械及び装置 998¶456¶998 0 104¶686¶678 893¶770¶320 784¶006¶681 47¶693¶604 0 0 0 109¶763¶639

車 両 運 搬 具 44¶942¶420 783¶448 0 45¶725¶868 41¶445¶103 2¶200¶668 0 0 0 4¶280¶765

工具器具備品 9¶582¶011¶886 957¶672¶475 177¶550¶081 10¶362¶134¶280 6¶263¶012¶681 1¶504¶556¶977 94¶404¶744 94¶404¶744 0 4¶004¶716¶855

計 11¶125¶636¶728 1¶009¶499¶573 282¶236¶759 11¶852¶899¶542 7¶193¶405¶324 1¶588¶158¶217 94¶404¶744 94¶404¶744 0 4¶565¶089¶474

ソフトウエア 3¶997¶516¶935 458¶593¶189 0 4¶456¶110¶124 2¶382¶011¶969 673¶839¶192 0 0 0 2¶074¶098¶155

無 形 固 定 資 産 電 話 加 入 権 20¶592¶000 0 0 20¶592¶000 0 0 20¶591¶798 0 20¶591¶798 202

計 4¶018¶108¶935 458¶593¶189 0 4¶476¶702¶124 2¶382¶011¶969 673¶839¶192 20¶591¶798 0 20¶591¶798 2¶074¶098¶357
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（注１） 金融商品の時価に関する算定方法
\現金及び預金、]未収入金、^未払金、_短期リース債務
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

`長期リース債務
長期リース債務の時価については、元利金の期末残高を同様の新規リースを行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２） 敷金・保証金については、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること
などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、金額を記載しており
ません。

［資産除去債務関係］
当法人は、本部事務所（東京都港区）の賃貸借契約書に基づき、事務所の退去時における原状回復
に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本部事
務所を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、
当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
［重要な後発事象］
該当事項はありません。

［その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報］
１．立地勘定と利用勘定との統合について
前事業年度までは、原子力規制委員会設置法（平成24年法律第47号）附則第72条による改正前の
特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第87条の電源開発促進勘定からの電源立地対策に要
する交付金等を財源とする業務（立地勘定）及び電源利用対策に要する交付金等を財源とする業務
（利用勘定）に区分経理をしておりました。
当事業年度からは、特別会計に関する法律第85条第６項に基づき、電源開発促進勘定からの原子
力安全規制対策に要する交付金等を財源とする業務（原子力安全規制勘定）として統合されており
ます。
２．原子力規制委員会への業務統合について

平成24年９月19日に施行された原子力規制委員会設置法附則第６条第４項において、「政府は、
独立行政法人原子力安全基盤機構が行う業務を原子力規制委員会に行わせるため、可能な限り速や
かに独立行政法人原子力安全基盤機構を廃止するものとし、独立行政法人原子力安全基盤機構の職
員である者が原子力規制庁の相当の職員となることを含め、このために必要となる法制上の措置を
速やかに講ずるものとする。」と規定されております。
なお、当法人が行う業務を原子力規制委員会に行わせる具体的な時期については、期末時点では
未定です。
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